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特定商取引法違反の訪問販売業者に対する 

業務停止命令（６か月）及び指示について 

 

宮城県は，平成３０年３月５日に，訪問販売業者「株式会社防災センター」に

対し，特定商取引に関する法律の一部を改正する法律による改正前の特定商取引

に関する法律（以下「旧法」という。）第８条第１項の規定に基づく業務停止命

令（６か月）及び特定商取引に関する法律（「特定商取引法」という。）第７条第

１項の規定に基づく違反行為の是正等の指示を行いました。  

認定した違反行為は，勧誘目的不明示及び不実告知です。  

なお，本件は，消費者庁及び経済産業省東北経済産業局と連携を図り，調査を

実施したものです。  

 

 

１ 事業者の概要 

（１）事業者名  株式会社防災センター（法人番号：３０１０８０１０１８６７４） 

（２）代 表 者  代表清算人 森山 典英 

（３）所 在 地  登記簿上：東京都大田区蒲田四丁目１８番２７号 

実 質 上：東京都中央区日本橋二丁目１６－３ 

（４）資 本 金  ３００万円 

（５）会社設立  平成１１年６月３日 

（６）取引形態  訪問販売 

（７）商 品 等  消火器のリース契約（１０年） 

 

２ 訪問販売の概要 

株式会社防災センター（以下「同社」という。）は，消費者宅を訪問し，同所において，

本件役務提供契約を締結して役務の提供を行っていた。  

 

３ 行政処分の内容 

（１）業務停止命令 

ア 内容  

特定商取引法第２条第１項に規定する訪問販売に関する業務のうち，次の業務を停

止すること。  

① 同社の行う訪問販売に係る契約の締結について勧誘すること。  

② 同社の行う訪問販売に係る契約の申込みを受けること。  

③ 同社の行う訪問販売に係る契約を締結すること。  

  イ 停止命令の期間  

平成３０年３月６日から同年９月５日までの間  

 

 

平成３０年３月６日 
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（２）指示 

ア 同社は，平成２９年８月以降に同社が訪問販売により，消火器リースに係る役務

（以下「本件役務」という。）を提供する契約（以下「本件役務提供契約」という。）

を締結した全ての相手方に対し，「『△△△△（同社とは別法人。以下同じ。）は倒産

して当社の防災センターに変わったので前の消火器を交換する。』，『消火器会社の△

△△△が株式会社防災センターに社名が変わりました。』などと，あたかも，同社と

△△△△が同一の法人であるかのように告げていたことがあるが，実際には，△△△

△は同社と同一の法人でない。」旨を，平成３０年４月５日までに通知し，その結果

について，同日までに，宮城県知事宛て文書にて報告すること。  

イ 同社は，旧法第３条に規定する勧誘目的の明示義務に違反する行為及び旧法第６条

第１項第７号に規定する役務の提供を受ける者の判断に影響を及ぼすこととなる重要

なものについての不実告知を行っていた。かかる行為は，旧法の禁止しているところ

であり，今回の違反行為の発生原因について，調査分析の上検証し，その検証結果に

ついて平成３０年４月５日までに，宮城県知事宛て文書にて報告すること。  

ウ 上記各違反行為の再発防止策及び社内のコンプライアンス体制を構築し，当該再発

防止策及び当該コンプライアンス体制について，同年８月６日までに，宮城県知事宛

て文書にて報告すること。  

 

４ 行政処分の原因となる事実 

  同社は，以下のとおり法に違反する行為を行っており，訪問販売に係る取引の公正及び

購入者の利益が著しく害されるおそれがあると認められた。  

（１）勧誘目的不明示（旧法第３条） 

   同社は，訪問販売をしようとするとき，その勧誘に先立って，相手方に対し，例えば，

「消火器を見せてくれ。」，「消火器会社の△△△△が株式会社防災センターに社名が変

わりました。」などと告げるのみで，本件役務提供契約の締結について勧誘をする目的

である旨を明らかにしていなかった。  

（２）不実告知（旧法第６条第１項第７号） 

   同社は，訪問販売に係る本件役務提供契約の締結について勧誘をするに際し，実際に

は，消費者が以前消火器を購入した△△△△は倒産しておらず，また，株式会社防災セ

ンターに社名変更等をしていないにもかかわらず，「△△△△は倒産して当社の防災セ

ンターに変わったので前の消火器を交換する。」，「消火器会社の△△△△が株式会社防

災センターに社名が変わりました。」などと，あたかも，同社と△△△△が同一の法人

であるかのように，本件役務提供契約に関する事項であって，役務の提供を受ける者の

判断に影響を及ぼすこととなる重要なものについて不実のことを告げていた。  

 

５ 勧誘の事例 

【事例１】（勧誘目的不明示） 

平成２９年８月，Ａ宅に同社の営業員Ｚが訪問した。Ｚは，社員証票名刺をＡに見せな

がら「防災センターの○○（Ｚの姓）です。」と名乗った後，「消火器を見せてくれ。」と

言った。  

Ｚは「１０年のリース契約です。料金については点検時に消費税込みで３，２１８円を

払ってください。」と告げ，Ａは契約した。  
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【事例２】（勧誘目的不明示） 

平成２９年８月，Ｂ宅に同社の営業員Ｚが訪問した。Ｚは，首からぶら下げていた名札

をＢに示しながら「防災センターの○○（Ｚの姓）です。」と名乗り，また「社名変更連

絡」という書類をＢに見せながら，「お客様が契約している消火器の会社の社名が変わり

ました。」と告げた。  

Ｂは「この間，消火器を買ったばかりなのですが。」と言ったが，Ｚは「これからは１

年ごとに消火器の液材を点検しに来るように変わりました。」，「１年ごとのリースになり

ました。」と告げ，Ｂは契約した。  

 

【事例３】（勧誘目的不明示） 

平成２９年８月，Ｃ宅に同社の営業員Ｚが訪問した。Ｃが「どちら様ですか。」と言っ

たところ，Ｚから「△△△△です。」と返事があったので，Ｃがドアを開けるとＺが立っ

ていて，Ｚは社員証票名刺をＣに向けて，「○○○○（Ｚの氏名）です。消火器会社の△

△△△が株式会社防災センターに社名が変わりました。」と告げた。  

Ｃは，消火器の交換は必要ないと思い，そのことをＺに伝えたが，Ｚは「会社が変わっ

たので新しく契約を結ぶ必要があります。」，「年に１回，消火器の点検に来ますので，そ

の時に２，９８０円と消費税を合わせたお金を払えばいいですよ。」と告げ，Ｃは契約し

た。  

 

【事例４】（不実告知） 

平成２９年８月，Ｄ宅に同社の営業員Ｚが訪問した。Ｚは「社名変更連絡」という書類

をＤに見せて，「△△△△は倒産して，当社の防災センターに変わったので前の消火器を

交換する。前の消火器に書いてある番号を見せてください。」と告げ，Ｄは契約した。  

翌日，Ｄが，以前消火器を購入した△△△△に電話をして「そちらで消火器の交換をし

て回っているのか？倒産したのか？」と聞いたところ，「今現在も営業しており，つぶれ

ておりません。」と言われた。Ｄは，そのことからＺの話が嘘であったことから騙された

と思った。  

 

【事例５】（不実告知） 

平成２９年８月，Ｅ宅に同社の営業員Ｚが訪問した。Ｚは社員証票名刺をＥに向けて

「○○○○（Ｚの氏名）です。消火器会社の△△△△が株式会社防災センターに社名が変

わりました。」と話した。  

Ｚは，書類をＥの前に出して，書類をめくって話を始め，「会社名が変わった」，「新し

く契約が必要だ」と言った。Ｚは，「ここに名前とハンコが必要です。」と言ったが，Ｅ

は，平成２８年の暮れか平成２９年の春先頃，同じような消火器会社から消火器を買った

ばかりで，その時の消火器の会社から「消火器は１０年持ちますよ。」等と言われた記憶

があり，そのことから消火器の交換は必要ないと思い，そのことをＺに伝えた。  

Ｚは「会社が変わったので新しく契約を結ぶ必要があります。年に１回，消火器の点検

に来ますので，その時に２，９８０円と消費税を合わせたお金を払えばいいですよ。」と

言った。Ｅは，会社名が変わって契約の方法が変わったのなら仕方ないと思って，差し出

された書面の何枚かにＺに言われるまま，玄関先で何の疑いもなく指示された個所に名前

を署名し捺印をして契約した。  

 


